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※［Ⅱ］［Ⅲ］の部分は，文部省委託調査研究により，(社)日本建築学会 学校建築委員

会特殊構造小委員会で平成９年３月にまとめられた「文教施設の耐震性能等に関する調

査研究 報告書」の内容に添って要約したものを記載した。 



はじめに 

 阪神・淡路大震災から１６年が経過した現在，学校施設の耐震診断・耐震補強設計は国

の最重点課題として政府および地方自治体等で取り組まれている。ＳＣＳ版を屋根に使用

した体育館についてもその例外ではない。ＳＣＳ版を使用した建築物の施工実績は全国で

約 2,000 棟建設されており，その内体育館は約 1,000 棟あるが，その耐震診断および補強

設計の実施率は正確には把握されていない。しかし，それらの一刻も早い耐震化工事の実

施が望まれる。 

 阪神・淡路大震災後，文部省（当時，現在の文部科学省）の委託を受け，(社)日本建築学

会 学校建築委員会の中に特殊構造小委員会が設けられ，「ＳＣＳ版を屋根に使用した体育

館の耐震診断と耐震補強の方法」が検討された。その成果は，平成９年３月「文教施設の

耐震性能等に関する調査研究 報告書」として発表され，現在に至るまで同報告書で定め

られた基準に従って，ＳＣＳ版を使用した体育館の耐震診断および耐震補強が実施されて

いる。 

 本資料は，［Ⅱ］章および［Ⅲ］章に，上記「報告書」を転記，あるいは一部内容の要約

を記載してあるが，今回の東日本大震災の調査結果も踏まえ，またＳＣＳ版の建築に関す

る技術の展開等も考慮して，同「報告書」に補足的な解説を加えて作成したものである。

さらに巻末には，耐震補強例を補強項目ごとに作成した資料も添付してあるが，これらの

うち４．１）～４．５）の設計施工例は，実際に施工されたものである。 

本資料が，役所等の発注担当者，それに対する耐震診断補強業務実施者等の耐震診断，

耐震補強設計に於いて，これら実務者の参考資料として役立つよう願うものである。  

［参考］：補足 

１）ＰＣ建築の耐震性：過去の大地震時のＰＣ建築物の被害状況は，日本建築学会が行な

った調査報告書によれば，ＰＣ構造の被害は数百件のうち数例あった程度で，それもＲＣ

架構，あるいはＲＣ柱が主原因であったと報告されている。このうちの２，３例がＳＣＳ

版屋根の建物であるが，ＲＣ架構の大変位とその枕梁へのかかり不足が原因であったよう

で，このＳＣＳ版そのものが原因ではなかった。従って，ＲＣ架構の変位制御，およびそ

の枕梁へのかかりを十分取れば，ＳＣＳ版屋根構造の建物の耐震安全性はほぼ得られると

考えて良いであろう。 

一般にＰＣ構造は，“高復元性”の故に地震後はひび割れも閉じた状態となっていたも

のが殆どであった。 

２）共振性の検討：通常建物の共振性は殆ど検討されていないが，地震動に対する耐振性

は，この共振性がその入口であるともいえる。 

ＳＣＳ版屋根建築では，不静定次数が低くこの影響は受けやすいとも考えられるので，

この検討をしておくことが望まれる。特に，これによる屋根は完全な剛床ではなく，また

桁行き方向が大の場合は，妻側フレームを両端支持とする水平振動が生じる可能性もある

ので，この点の注意も必要であろう。また，構造物が塑性域に入ると一般に危険側になる，

と判断されがちであるが，この共振性の観点からすれば，必ずしもそうではない事を「添

付資料６」に示した（p.61 参照）。 

                         （大阪大学名誉教授 鈴木計夫） 
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3 回目 2009.10.20 出席者：鈴木，石本，土居，坂田，山田，井上，小西，小城 

研究部会の方向性を討議  

被害事例は，施工不備による事故 外部にアピールできるようなも 

のを，まとめてはどうかの提案があった。 

被害の実態解明の道筋を明らかにしたい。 

 

4 回目 2009.11.25 出席者：三谷，石本，鈴木，土居，坂田，井上，小城 

コストを考えたうえで，どのような補強が良いのか具体的に知りた 
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補強案の一つとして，建物水平トラス補強や既設片持ちスラブ最外 

縁に鉄板を張り付ける補強などが，事例としてある。 

何れも，大きな耐力を有する妻壁へ荷重伝達可能かどうかの確認作 

業が重要になることが判明した。 

 

6 回目 2010.3.31  出席者：三谷，井上，河村，石本，坂田，土居，井上，小西，小城 

河村先生より，内陸性地震の断層近傍では周期 1～2 秒の速度パルス

波が観測されるため，固有周期の観点からも補強法を考えることが

必要（共振域から建物の固有周期を外す事が重要）と提案あり。 

 

7 回目 2010.5.7   出席者：三谷，井上，鈴木，山田，石本，小西，小城 

シルバークール実施設計状況は，㈱建研としては，構造設計者の指

示に従うしかなかった。いわば，構造設計者の直観力に支えられた

といえるだろう。５～６回までの議論の域を出ないままであった。 

 

8 回目 2010.7.2   出席者：三谷，鈴木，山田，石本，小西，井上，小城，土居，坂田， 

                   武貞 

          武貞委員の参加をいただいた。 

          山田会員より，補強実施例の報告があった。 

          武貞先生より，最近の評価委員会による，体育館の解析手法の状況  

          について説明があった。 

 

9 回目 2010.9.3  出席者：三谷，鈴木，山田，石本，井上，小城，土居，坂田 

枕梁の端部でのせん断破壊が著しいと考えられる。 

補強案の方向性として，新たにプレストレスの導入や，版同士を接 

合し剛性を確保する考えを採用したり，中間柱の梁間方向の剛性を 

高め庇や枕梁を連続梁に見立てて解析する方法も考えられる。 

竣工案件の現場見学会の機会を設けたい。 

 

10 回目 2010.11.4  出席者：三谷，鈴木，山田，石本，井上，小城，土居，坂田，小西 

補強方法についての大つかみの考え方を整理する。 

版同士を接合した事例の審査議事録を入手し参考とする試みがあっ 

た。 

 

11 回目 2011.1.28  出席者：三谷，鈴木，山田，石本，井上，小城，土居，坂田，小西 

鈴木先生より耐震性・耐震対策報告書の目次案が提案された。 

 

 



12 回目 2011.3.25 出席者：三谷，鈴木，山田，石本，井上，小城，土居，坂田，小西， 

西脇 

          土居会員より，報告集原案の提示があった。あと１，２回にて 

まとめるように提案があった。 

 

 

補足 

 

「シルバークール版屋根を持つ建物の歴史と補強法についての大まかな概説」 

ドイツにて開発され，1965 年に日本にて販売された経緯を持つ屋根工法である。 

鉄骨の屋根に比べてコンクリートであるため，重量負担が大きいので耐震補強方法として 

補強そのものも安価で，撤去工事の少ない確立したものがないのが実情である。 

 

補強事例としては，① 水平鉄骨トラスを増設し，妻壁まで地震力を流す方法 

          （外部の場合は，仕上げ撤去が，少なくて済む） 

         ② 版相互を接合金物にて，結合し全体剛床を確保させる方法。 

         ③ 既設片持ちスラブにて，妻壁まで地震力を流し，かつ 

           版と枕梁との接合アンカーを増設する方法。  

等がある。 
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［Ⅰ］ ＳＣＳ版を屋根に使用した既存体育館の構造設計 

  ＳＣＳ版を使用した体育館の長期荷重および地震荷重に対する構造設計の概要を以下

に記す。図－１にＳＣＳ版使用の一般的な体育館の屋根伏図と断面図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ ＳＣＳ版使用の一般的な体育館 

１．１） 長期荷重時 

（１） ＳＣＳ版自重は，水平投影面積あたり２５００N/m2 で，屋根荷重としては防水

および天井吹付材等の仕上げ荷重（通常２００～３００N/m2）を考慮して設計している。

積載荷重は一般的には考慮していない。 

（２）ＳＣＳ版と下部構造との接合方法は両端ピン接合としている。したがって，ＳＣ

Ｓ版自身の設計は単純梁として設計し，大スパン（１０m～２４m）に対応するため，工

場緊張によるプレテンション方式のプレストレストコンクリート構造としている。 

１．２） 地震荷重時 

 一般的にＳＣＳ版には版相互接合が施されておらず，屋根面の平面剛性は確保されて

いない。したがって，屋根面に負荷される水平力は桁梁の面外抵抗力により隣接柱又は

水平力抵抗構面に伝達される必要がある。すなわち，地震時に桁梁は垂直方向の屋根自

重を支えると同時に屋根荷重による水平方向地震力を伝達する必要がある。 

また，柱頭部とＳＣＳ版の接合はピン接合としているため，梁から伝達されたスパン方

向地震時水平力に対し柱は柱頭ピン，柱脚固定の片持ち柱として設計している。図－２

に柱・梁の地震荷重による応力図を示す。 

 

 

  

 

 

                            

 

 

 

 

         図－２ 地震時の柱・梁に発生する応力図（模式図） 
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１．３） ＳＣＳ版と下部構造との接合 

 ＳＣＳ版と下部構造との接合方式にはパイプアンカー方式（図－３Ａ）とボルトアンカ

ー方式（図－３Ｂ）の二種類がある。通常は片側ボルトアンカー，反対側ボルトアンカー

またはパイプアンカーとしている。これは，温度変化によるＳＣＳ版の経年的な伸び縮み

（夏場と冬場の温度差５０℃，版長２０m と仮定した場合⊿L≒１.０cm）を比較的変形能

力のある（耐力はあるが剛性が比較的小さい）ボルトアンカー部で吸収し，年間の温度変

化による下部構造への影響を最小にしようと意図したものである。パイプアンカーおよび

ボルトアンカーの納まり図をそれぞれ図－３Ａ・図－３Ｂに，また，その接合部詳細を「添

付資料１」に示す（p.48～p.49 参照）。 

１．４） ＳＣＳ版の跳ね出し長さ 

 ＳＣＳ版の跳ね出し長さは４０cm 以上を原則としているが，納まり上跳ね出し長さが４

０cm未満になる場合やＳＣＳ版を傾斜して使用する場合はＳＣＳ版と下部構造との接合に

パイプアンカーを使用している。ＳＣＳ版の跳ね出し長さとアンカー型式についてフドウ

建研㈱昭和 52 年当時の「社内規定」を「添付資料３」に示す（p.56～p.57 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

図－３Ａ パイプアンカー方式 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－３Ｂ ボルトアンカー方式 
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［Ⅱ］ ＳＣＳ版を屋根に使用した既存体育館の耐震診断 

２．１）基本方針 

 以下は平成８年度に文部省が(社)日本建築学会に委嘱した「文教施設の耐震性能等に関す

る調査研究 報告書」の内容に添って要約して記したものである。 

 ＳＣＳ版は相互に緊結されていない場合が多い。したがって，屋根版間では水平力の伝

達が期待できない。ただし，直交方向の梁またはスラブによってある程度水平力の伝達が

期待できる場合もある。すなわち，屋根面の剛床仮定が成立しないので通常の鉄筋コンク

リート建築構造物のような鉛直部材の強度（Ｃ値）と靭性（Ｆ値）を掛け合わせて合算し，

層としての耐震性能を総合的に評価する（Ｅ0＝ΣＣ×Ｆ）考え方は適用できない。 

 したがって，前述の「文教施設の耐震性能等に関する調査研究 報告書」では本構造に

適用可能でかつ既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準との整合性のある耐震診断

法が提案されている。 

 すなわち，鉛直部材（架構）と，ＳＣＳ版と鉛直部材との接合部が破壊する場合の耐震

指標を独立に評価し両者を総合した総合評価で診断する方法で，図－４にそのフローを示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ ＳＣＳ版を屋根に使用した建物の診断フロー 

 

1500

400 1500
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２．２） 接合部の構造耐震指標 

接合部の耐震性能は（接合部のせん断耐力／屋根重量）を指標にする。その際，跳ね出

し長さ，屋根版相互の接合状況に応じて耐震性能を補正する。 

（１） 接合部耐力による基本ランク 

接合部耐力の基本ランクは屋根版重量に対する比で定義し以下による。 

ＭＡ ： （接合部耐力／屋根版重量）が２．０以上の場合 

ＭＢ ： （接合部耐力／屋根版重量）が１．５以上２．０未満の場合  

ＭＣ ： （接合部耐力／屋根版重量）が１．０以上１．５未満の場合 

ＭＤ ： （接合部耐力／屋根版重量）が０．７５以上１．０未満の場合 

（２） 接合部耐力の評価 

接合部耐力は特別な検討によらない場合以下の数値とする。ただし，枕梁の幅が２５０

mm に満たない場合や，枕梁部コンクリートの劣化が著しい場合を除く。 

ボルトアンカーの耐力 

① ボルトアンカー１本当たり最大せん断耐力は３４．３ｋN とする。 

ただし，アンカーの径１９mm 以上，埋め込み長さが１５０mm 以上，枕梁コ

ンクリート強度の調査結果が１７．６N／mm2以上とする。 

② アンカー径が１９mm 未満，埋め込み長さが１５０mm 未満の場合，ボルト耐力

を無視する。 

③ コンクリート強度の調査結果が１７．６N／mm2未満の場合，１７．６N／mm2 

に対する調査したコンクリート強度の比で低減した値とする。 

 

 パイプアンカーの耐力 

① パイプアンカー１本当たり最大せん断耐力は６８．６ｋN とする。 

パイプアンカーは鋼管相互溶接部（図－３Ａ参照）について目視による検査を行

う。目視による検査で溶接欠陥（アンダーカット，オーバーラップ，ピット，ク

レーター，ビード不整など）がある場合は，パイプアンカー耐力を無視する。た

だし，コンクリート強度の調査結果が２０．６N／mm2以上とする。 

② コンクリート強度の調査結果が２０．６N／mm2 未満の場合２０．６N／mm2

に対する調査したコンクリート強度の比で低減した値とする。 

 

ボルトアンカーおよびパイプアンカーの水平耐力試験結果を巻末の「添付資料２」に

示す（p.50～p.55 参照）。 
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（３） 跳ね出し長さによる補正 

以下に示す基準により，跳ね出し長さのランクを分類し，跳ね出し長さがランクⅠの場

合は（１）で算定した接合部耐力の基本ランクを１ランク上に，跳ね出し長さがランクⅢ

の場合は接合部耐力の基本ランクを１ランク下に補正する。 

  Ⅰ：跳ね出し長さ 1,500mm 以上の場合 

  Ⅱ：跳ね出し長さ 400mm 以上，1,500mm 未満の場合 

  Ⅲ：跳ね出し長さ 400mm 未満の場合 

ただし，跳ね出し長さは，接合部中央から屋根版端部までの長さとする。 

 

（４） 版と版の接合の有無による補正 

以下に示す基準により，版と版の接合の有無を判定する。版と版が接合されており，そ

の接合強度が版の重量の 1.0 倍以上ある場合は，（３）でのランクを１ランク上に補正する。

以上の補正をまとめて表１に示した。 

 

表１ 接合部耐力ランクの補正 
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２．３） 架構の構造耐震指標 

屋根を支持する架構の耐震性能を評価し，屋根落下の危険性に考慮する。架構の耐震性

能の評価では，原則として剛床を仮定せず，水平力の伝達が可能な単位架構に分解して，

架構の強度および変形能により構造耐震指標を算出する。 

 

（１） 単位架構の構造耐震指標 

 個々の柱，壁あるいは単位架構について，「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基

準・同解説」と同様の方法で，強度指標および靭性指標に基づいて，基本性能指標，構造

耐震指標，および累積強度指標ＣＴとＳＤの積の値を算定し，方向別にそれらの最小値を

全体の構造耐震指標Ｉｓ，ＣＴ・ＳＤとする。これらの指標により，表２にしたがって架

構の性能ランクに分類する。なお，屋根面の状態にかかわらず（２）のように全体架構で

算定された構造耐震指標が単位架構の構造耐震指標の最小値よりも小さい場合は，全体架

構の構造耐震指標を採用する。 

 

（２） 全体架構の構造耐震指標 

屋根面で水平力の伝達が期待できる場合は，通常の耐震診断により架構全体で評価され

る構造耐震指標Ｉｓ値およびＣＴ・ＳＤの値を採用して，同様に表２にしたがって架構の

ランクを分類する。 

 

表２ 架構のランク 

 

 

[解説] 

(1) 単位架構のとり方： 

原則として，張間方向はＳＣＳ版で連結される各構面を単位架構とし，桁行方

向では外構面（側面）は連続する１構面，妻面はそれぞれ独立の鉛直部材を単

位架構とする。 

(2) 単位架構の負担重量：鉛直部材の負担軸力から算定してよい。 

(3) ＳＤの評価：架構全体で定義されるＳＤを用いる。 

(4) 靭性指標（Ｆ値）の上限（基礎回転, 曲げ降伏の場合等）： 

大きな変形能力は期待しないので，通常の評価でＦ＞2.0 となる部材は，原則    

としてＦ＝2.0 とする。 
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(5) 水平材（直交梁, スラブ）による水平力の伝達： 

単独架構としてのＩｓは一般には水平力の伝達を期待しないで評価する。ただ    

し，直交方向に一定の剛性を有する梁またはスラブがある場合は，これらによ

って水平力が伝達され，中間的な剛床が成立するものと仮定して水平力を再配

分し，強度指標（Ｃ値）を修正してもよい。すなわち，強度指標が大きい鉛直

部材（両妻の壁） を支持点にして伝達されるせん断力に相当するＣ値を支持    

点（壁）では減少させ，その他の点（柱）では増大させる。この伝達可能なせ

ん断力は，屋根の接合部位置（柱）で等しい水平荷重を仮定して，梁の最大曲    

げモーメントまたはせん断力が終局強度に達する状態で評価する。接合部の補    

強によって伝達される水平力が増大する場合は補強後にその効果を考慮する。 
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２．４） 総合評価 

屋根版周囲の補強優先順位は，前節で求められた接合部のランクおよび架構のランクに

より表３にしたがって総合的に判定する。同表では，ＳＣＳ版の落下に対する耐震性能は，

高い方からＳ，Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅの順と考える。したがって，補強の優先順位はこの逆

となる。ランクＢ以下の場合は，何らかの補強対策をとるのが適当であろう。 

キール梁がある場合等，特殊な構造では，以上の簡便な耐震性能評価法は一律には適用

できないので，構造物の状況に応じて工学的に判断する必要がある。その際， 

  (1) キール梁へのかかりしろ（跳ね出し長さに相当） 

  (2) キール梁の面外剛性 

  (3) 架構の面外剛性と強度 

等に着目する。キール梁構造は全体数も限られていることから，一般には判定によらず何

らかの補強対策を考えるのが適当であると考えられる。 

 

表３ 補強優先順位のランク（総合評価） 

   接合部のランク 

    MA MB MC MD 

  FA S A B C 

架構のランク FB A B C D 

  FC B C D E 

※ランクＢ以下の場合は，何らかの補強対策をとるのが望ましい。 
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［Ⅲ］ ＳＣＳ版を屋根に使用した既存体育館の耐震補強 

３．１） 耐震補強の方針 

耐震診断によって耐震補強が必要と判断された場合，以下の耐震補強方針により補強を

行う。すなわち，耐震診断の場合と同様に，補強後の接合部の耐震性能と鉛直部（架構）

の耐震指標を独立に評価し，両者の影響を考慮した総合評価値がＳランクまたはＡランク

となる事を確認する。 

３．２） 耐震補強の目標値 

 耐震補強の目標値は診断の項で述べた補強後の耐震性能が，総合評価一覧でＳランク

またはＡランクとする必要がある。したがって，補強前の耐震性能の評価がＢ，Ｃ，Ｄ，

Ｅランクに評価された場合は接合部のランクを上げるか，架構のランクを上げるか，そ

の両方を上げるか，いずれかの方法を取る必要がある。すなわち，補強後の接合部の基

本ランクがＭＡまたはＭＢとなり，架構の基本ランクがＦＡまたはＦＢとなる補強を施

す。ただし，接合部の基本ランクがＭＢで架構の基本ランクがＦＢの場合はＢランクで

不可となる。 

３．３） 耐震補強の方法 

（１） 接合部の耐震補強 

① 補強後の接合部水平強度の余裕度を確認し，接合部の基本ランクＭＡに相当する 

接合部強度を確保する。この場合，跳ね出しによる補正（ランク下げ）は無視して良

い。補強材と既存接合部の累加は原則として行わないが，接合部詳細および実態調査

により判断する。接合部補強例の模式図を図－５に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

           図－５ 接合部補強例（アンカーボルトの増設） 
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② 落下防止金物の設置 

現地調査の結果，新設接合部と既存接合部の累加ができないと判断される場合や，跳

ね出し長さが４０cm 未満の場合は，接合部耐力を確保した上で，落下防止金物を設

置する事とする。この際，落下防止金物耐力と接合部耐力の合算は行わない事とする。

落下防止金物の設置詳細例を図－６に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－６ 落下防止金物の設置詳細例 
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（２） 架構の耐震補強 

① 補強の必要な架構の分類 

補強後の支持架構の耐震性能の基本ランクをＩｓ≧０．７としている。したが

って，支持架構の耐震性能が０．７を下回る建物について補強が必要となる。補

強が必要となるＦＣランク（Ｉｓ＜０．７）の建物の耐震性能を，さらに以下の

３ランクに分類し，それぞれのランク別の耐震性能を記す。 

     ＦＣ（＋）： 全体架構として評価したＩｓ値が０．６以上，かつ 

           単独架構として評価したＩｓｆの最小値が０．５以上，かつ 

           ＣＴ・ＳＤ（全体かつ単独）が０．３程度以上 

ＦＣ（０）： ＦＣランクで上記および下記以外 

     ＦＣ（－）： 全体架構として評価したＩｓ値が０．３未満，または 

           単独架構として評価したＩｓｆの最小値が０．２未満，または 

           ＣＴ・ＳＤ（全体かつ単独）が０．１５程度未満 

     

② 架構の耐震性能別の補強法 

 ⅰ）架構の耐震指標が判定指標を上回る場合 （Ｉｓ≧０．７） 

   ・必要に応じて屋根の落下対策を実施する。 

 ⅱ）架構の耐震指標がやや低い場合 （ＦＣ（＋）ランク） 

・架構の補強を実施する。 

・必要に応じて屋根の落下対策を実施する。 

 ⅲ）架構の耐震指標が低い場合 （ＦＣ（０）ランク） 

・架構の補強を実施する。 

   ・屋根の落下対策を実施する。 

・屋根の架け替えによって架構の補強が不要あるいは軽微になり，かつ架け

替え費用が補強費用を大きく上回らないと判断される場合は架け替えによ

る改修を検討する。 

    ⅳ）架構の耐震指標がかなり低い場合 （ＦＣ（－）ランク） 

      ・全体の改築あるいは屋根の架け替えを含む大規模な改修を行う。 

    ⅴ）キール梁がある場合で接合部の補強が実際上困難と判断される場合は架け替   

      えを検討する。 
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（３） その他の補強 

阪神・淡路大震災あるいは 1997 年鹿児島県北西部地震では，接合部アンカー定着部に

働くせん断力により，ＳＣＳ版の受け枕梁のかぶりコンクリート・仕上モルタルが剥落

してかなり大きな破片となって体育館内部に落下した被害例が見られた。［Ⅴ］章に阪

神・淡路大震災における伊丹市の被害調査結果を示す。調査は９校について実施したが，

９校すべてについて枕梁かぶりコンクリート・仕上モルタルの剥落が見られた。 

したがって，受け枕梁かぶりコンクリート・仕上モルタルの落下補強をすることは重

要である。これらの補強法として図－７に示す方法等が考えられる。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

   図－７ 受け枕梁かぶりコンクリート・仕上モルタルの落下補強法 

 

３．４） 現地調査 

ＳＣＳ版を屋根に使用した体育館の耐震診断は，屋根を支持する下部構造の性能と，

屋根版と下部構造との接合部の性能をそれぞれ別々に評価し，両者を総合して評価，判

断する必要がある。したがって，現地調査も下部構造および接合部の調査を別々に行う

必要がある。 

現地調査の結果施工不良個所が１箇所でも発見された場合は，全数調査を行い，新た

な施工不良個所が発見された場合は，再施工を行う。再施工の要領は［Ⅳ］耐震補強の

設計施工例４．１）を参照のこと。 

下部構造と接合部の現地調査シートを巻末の「添付資料５」に示す（p.59～p.60 参照）。 
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ＳＣＳ版　接合部補強要領

１．アンカーボルトを下図に示すように追加するものとする。
２．コア抜き等での孔内清掃は吸引（またはブロアー）・ブラシング・吸引（またはブロアー）の順で確実に行い施工のこと。
３．無収縮モルタル　Ｆｃ４０
４．コア抜き時には鉄筋探査の上施工箇所を決定
５．施工時の雨水等の浸水に留意し、養生シート等で保護のこと。
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４．１）　設計施工例　アンカーボルトの増設による接合部耐力の確保

（１）ＳＣＳ版と受け枕梁との接合部がアンカーボルトの場合

[Ⅳ]　耐震補強の設計施工例

①既設アンカーボルトの調査
　調査シートによる調査および不良部の再施工
②新設アンカーボルトの施工

図－８　ＳＣＳ版　接合部補強要領
　　　　　　　　　　　

１．アンカーボルトを下図に示すように追加するものとする。
２．コア抜き等での孔内清掃は吸引（またはブロアー）・ブラシング・
    吸引（またはブロアー）の順で確実に行い施工のこと。
３．無収縮モルタル　Ｆｃ：４０N/mm
４．コア抜き時には鉄筋探査の上、施工箇所を決定
５．施工時の雨水等の浸水に留意し、養生シート等で保護のこと。

2



ＳＣＳ版　接合部補強要領

１．アンカーボルトを下図に示すように追加するものとする。
２．コア抜き等での孔内清掃は吸引（またはブロアー）・ブラシング・吸引（またはブロアー）の順で確実に行い施工のこと。
３．無収縮モルタル　Ｆｃ４０
４．コア抜き時には鉄筋探査の上施工箇所を決定
５．施工時の雨水等の浸水に留意し、養生シート等で保護のこと。
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-14-

（２）ＳＣＳ版と枕梁との接合部がパイプアンカーの場合

①既設溶接部の調査
　調査シートによる調査および不良部の再溶接
②新設アンカーボルトの施工

図－９　ＳＣＳ版　接合部補強要領
　　　　　　　　　　　

１．アンカーボルトを下図に示すように追加するものとする。
２．コア抜き等での孔内清掃は吸引（またはブロアー）・ブラシング・
    吸引（またはブロアー）の順で確実に行い施工のこと。
３．無収縮モルタル　Ｆｃ：４０N/mm
４．コア抜き時には鉄筋探査の上、施工箇所を決定
５．施工時の雨水等の浸水に留意し、養生シート等で保護のこと。

2



全景 既設アンカー部　モルタル撤去状況

既設アンカー部　アンカーボルトチェック 既設アンカー部　パイプアンカーチェック(再溶接後）
　腐食，ぐらつきチェック　(アンカーボルトの場合） 　溶接状況確認　不備なら再溶接　(パイプアンカーの場合）

増設アンカー用　鉄筋探査 増設アンカー　コア削孔

増設アンカーボルト打設 増設アンカー孔無収縮モルタル埋め
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写真１　増設アンカーボルト施工
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４．２）　設計施工例　補強トラスによる屋根面剛性の確保
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（１）水平鉄骨トラスによる補強（単スパン）
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写真２　全景（舞台側）

写真３　コーナー部
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写真４　全景（エントランス側）
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（２）水平鉄骨トラスによる補強（キール梁）
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（３）水平鉄骨トラスによる補強（キール梁）
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４．３）　設計施工例　既設スラブ補強による屋根面剛性の確保
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写真７　既設スラブ補強部

写真８　鉄骨トラス
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写真９　鉄骨トラスと既設梁との取り合い部

写真１０　外部既設庇補強
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４．４）　設計施工例　版相互接合（＋落下防止金物）による屋根面剛性の確保
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写真１１　接合金物による補強事例（１）
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写真１２　接合金物による補強事例（２）
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４．５）　設計施工例　バットレス補強による地震力の下層耐震壁架構への伝達
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４．６） 設計計算例 ＳＣＳ版－受け枕梁接合部の落下防止金物計算例 

 

 落下防止金物設置の設置基準および仕様例を以下に述べる（p.10 参照）。 

（１）設置基準 

①落下防止金物の設置基準 

１． ＳＣＳ版と受け枕梁との接合部の現地調査の結果，新設接合部と既存接合部との

耐力の累加ができないと判断される場合 

 ２． はね出し長さが４０cm 未満の場合 

②落下防止金物の仕様 

 １． ＳＣＳ版と金物との接合はボルト接合とするが，貫通ボルトを使用しエポキシ樹

脂充填とする。 

 ２． 受け枕梁と金物との接合は接着系アンカーを使用する。 

 

（２）落下防止金物の設計 

①使用材料 

   コンクリート（ＳＣＳ版） 

設計基準強度     Fc   45 N/mm2 

    短期許容せん断応力度 fs 1.41 N/mm2  [=(0.49+Fc/100)×1.5] 

   鋼材（SS400） 

    材料強度         235 N/mm2 

    短期許容引張応力度  ft 235 N/mm2 

    短期許容せん断応力度 fs 135 N/mm2 

   ボルト （仕上げ） 

    M20 ボルト有効断面積：236mm2 

    M24 ボルト有効断面積：339mm2 

    短期許容せん断応力度(１面)：180N/ mm2 

 

②落下防止金物の形状寸法 

  ボルトの配置は埋込みアンカーの規定（ＲＣ耐震改修設計指針・同解説 p.276）に従う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１６落下防止金物例 
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　　範囲

ギャラリー
　重量範囲

庇（w = 3 . 6 0 k N / m )

桁梁　4 0 0 * 7 0 0（w = 6 . 7 2 k N / m )

柱　7 0 0 * 8 0 0（w = 1 3 . 4 4 k N / m )

ギャラリー　（w = 3 . 6 0 k N / m )

ＳＣＳ版（w = 2 . 8 k N / m２ )

１ＳＬ
▽

２ＳＬ
▽

軒高
▽

③落下防止金物に負荷される外力の設定 

ＳＣＳ版と受け枕梁との落下防止金物（ストッパー）検討用外力は「屋内運動場等の耐

震性能診断基準「文部科学省大臣官房文教施設企画部」p.54 により算定する。すなわち，

水平震度 Kn は以下による。 

Kn=Iso×Fesi×Ai／Ｆi                       （１）式 

ただし， 

Kn≧0.55×Fesi×Ai                        （２）式 

ここで， 

Iso ： 構造耐震判定指標 

Fesi ： 最上層（屋根面直下層）の剛性率および偏心率による必要保有水平耐力の割増

係数。ただし，通常の屋内運動場では 1.0 としてよい。 

Fi ： 最上層（屋根面直下層）の靭性指標 

Ai ： 最上層（屋根面直下層）の層せん断力係数の分布を表わす係数 

Iso＝0.7，Fesi＝1.0，Ai＝1.6，Fi＝2.0 と仮定すると， 

（１）式より 

Kn=Iso×Fesi×Ai／Ｆi ＝ 0.7×1.0×1.6 / 2.0 = 0.56 

（２）式より 

Kn≧0.55×Fesi×Ai  ＝ 0.55×1.0×1.6 = 0.88 

以上より 

Kn=0.88 とする。 

下部に柱があるＳＣＳ版について検討する。荷重はギャラリーより上の荷重とし，柱・

桁梁および庇重量（負担幅 2.5ｍ）を考慮した。階高は１・２階共 4.0ｍ，ＳＣＳ版長 24

ｍとする。また躯体寸法を図－１７に示す。 

 

 重量の算定 

 

ＳＣＳ版の重量 

 単体  2500N/m2 

 仕上げ  300N/m2 

 合計  2800N/m2 

 

２階重量（W2） 

ＳＣＳ版 2.8kN/m×2.5m×24m/2＝84   (kN) 

柱    13.44kN/m×4.0m/2   ＝26.9 (kN) 

桁梁   6.72kN/m×2.5m      ＝16.8 (kN) 

庇    3.60kN/m×2.5m      ＝9.0  (kN) 

サッシュ 0.4kN/m2×2.5m×1.0m＝1.0  (kN) 

合計             137.7 (kN) 

図－１７ 仮定した躯体寸法     
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ｷﾞｬﾗﾘｰ重量（W1） 

ｷﾞｬﾗﾘｰ  3.60kN/m×2.5m      ＝9.0  (kN) 

柱    13.44kN/m×4.0m     ＝53.8 (kN) 

サッシュ 0.4kN/m2×2.5m×3.0m＝3.0  (kN) 

合計              65.8 (kN) 

ギャラリー位置荷重を軒位置へ置換する（Ai 分布を考慮して置換する方法による）。 

We=W2×｛β+（1－β）×Ai｝+W1×β 

ここに，β=H1／(H1+H2)=4／(4+4)=0.5 

We=137.7×｛0.5+（1－0.5）×1.6｝+65.8×0.5 

   =211.9 kN 

したがって，落下防止金物に負荷される設計用地震時水平力 H は， 

 H= Kn ×We 

  =0.88×211.9kN =186.5kN 

 

④ボルト耐力の算定（4-M24 ボルト） 

ボルトの設計耐力はボルトの短期許容せん断耐力 Qa1 とコンクリートのパンチング耐

力 Qa2 の小さい方で決定する。 

Qa ＝min［Qa1，Qa2］                     （３）式 

Qa1＝σy・sａe                         （４）式 

Qa2=２・L・ｔ・ｆs                       （５）式 

σy ：ボルトの規格降伏点強度 

sae ：ボルトの有効断面積 

L  ：コンクリート破壊面長さ 

ｔ ：ＳＣＳ版端部平均厚（100mm） 

ｆs ：コンクリートの短期許容せん断応力度 

 

 

 

 

 

 

 

図－１８ コンクリート破壊面の仮定 

ボルトの短期許容せん断耐力 Qa1 の算定。（４）式より， 

Qa1＝σy・sａe＝180N/mm2×339ｍｍ2×４本 / 1000＝244kN 

コンクリートのパンチング耐力 Qa2 の算定。（５）式より， 

Lo＝700mm ，L＝700×√2≒990mm ，Fc 45 N/mm2 ，fs 1.41 N/mm2 

Qa2＝2・L・ｔ・ｆｓ 

 ＝２×700×√2×100×1.41 / 1000＝279kN 

L o≧7 0 0

ＳＣＳ版

Ｌ

Ｌ

4 5°

4 5°
Ｃ　Ｌ
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4 5°

1
4
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1
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4 5°d a = 2 0mm は
し

あ
き

ｌ = 8 d a = 1 6 0mm

l e = ( ｌ - d a ) = 7 d a = 1 4 0mm

したがって，（３）式より 

Qa=244 kN 

 

⑤接着系アンカーの引張耐力の算定（躯体コンクリート強度σB 21N/mm2とする。） 

接着系アンカー M20 ４本使用 

アンカー耐力は以下による。 

Ta＝min(Ta1,Ta2,Ta3) 

Ta1=σy・ａo 

Ta2=0.23√σB・Ac 

Ta3=τa・π・da・ｌe 

ここに，τa＝10√(σB/21)＝10N/mm2  

 したがって， 

Ta1＝σy・ａo 

   ＝240×236 / 1000＝56.6kN 

 

Ta2=0.23√σB・Ac 

  ＝0.23×√21×53991mm2 / 1000 

=56.9kN 

  水平投影面積 Ac （図－１９） 

 

有効埋込み長さｌe による水平投影面積 Ac の算定には， 

アンカーのはしあき，ピッチを考慮する。（図－２０） 

 

Ta3＝τa・π・da・ｌe 

   ＝10×π×20×140 / 1000＝87.9kN 

Ta＝min(Ta1,Ta2,Ta3)＝56.6kN 

接合部 1 箇所当たりのアンカー引張耐力は 

Ta×４本＝226.4kN 

 

⑥接合部の安全性の検討 

  接合部耐力Ｑは，④ボルト耐力と⑤接着系アンカーの引張耐力の小さい方で決定され

る。 

接合部耐力 Q ＞設計用地震時水平力 H 

    226.4kN ＞ 186.5kN  （余裕度 1.21） 

したがって，接合部耐力が設計用地震時水平力を上回るため安全である。 
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図－１９ アンカーの水平投影面積

図－２０ アンカーの埋込み長さ
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［Ⅴ］ 阪神・淡路大震災および東日本大震災における被害調査 

５．１） 阪神・淡路大震災における伊丹市９校の体育館の調査結果 

 阪神・淡路大震災直後に，ＳＣＳ版を使用した伊丹市内の小学校７校，中学校２校の

被災調査を実施した。調査位置図を図－２１に，被害状況一覧を表４に示す。被害はい

ずれもＳＣＳ版受け枕梁部に集中して発生しており，仕上げモルタルの剥離落下が数箇

所７校に発生し，２校では受け枕梁躯体の割れが発生していた。その他，照明器具の落

下がそれぞれ一箇所２校で，吹き付け材の落下が３校で発生していた。被害としては軽

微であるが，モルタルや照明器具の落下は重大災害につながる危険性があり，落下防止

対策を施す必要がある。それぞれの落下防止対策(案)を以下に記す。 

① 受け枕梁の損傷および仕上げモルタルの剥離は，ＳＣＳ版と受け枕梁とのクリアラ

ンス不足に起因する。地震発生時，ＳＣＳ版と受け枕の動きの違いにより，脆弱部

が損傷を受けたと推察できる。したがって，当該部位に幅１５mm 以上の目地を確

保する。さらに，受け枕表面にシートを貼ることもモルタルの落下対策に有効と思

われる。 

② 吹き付け材の落下は，ＳＣＳ版相互およびＳＣＳ版と躯体との間に目地を設けない

で一体に吹き付けたことに起因する。地震発生時，隣接するＳＣＳ版の動きの差，

およびＳＣＳ版と躯体との動きの差により目地部吹き付け材が落下したと推察でき

る。したがって，吹き付け材の当該部位に目地幅１５mm 以上の目地を確保する。 

③ 照明器具についても横ぶれが発生しないような照明器具を使用する。横ぶれ防止の

ワイヤーの設置等，ディテールの改善をする。 
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図－２１ 調査位置図 
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 ５．２） 東日本大震災における調査結果 

 東日本大震災は，平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震とそれに伴っ

て発生した余震および津波により東北・関東地方に引き起こされた，大規模な地震災害

である。地震発生直後の３月下旬から４月初旬にかけてＳＣＳ版を屋根に使用した建物

について被害状況の実態調査を行った。調査結果一覧を表５・表６に，被害状況を写真

１７～写真２０に示す。 

調査は地震被害の大きかった内陸部と津波被害の大きかった海岸部で実施した。内陸

部調査の中には，「４．４）設計施工例」に示す版相互接合と落下防止金物により耐震補

強実施済みの体育館７件も含まれている。調査結果の概要は以下の通りである。 

 

（１） 地震動による被害状況 

① 地震動の比較的大きかった（震度６弱～５強）内陸部の宮城県・福島県・茨城県・

千葉県のＳＣＳ版を屋根に使用した体育館の被害調査結果は以下の通りである。す

なわち，地震動による建物本体の被害は軽微であったが，前述の阪神・淡路大震災

の調査結果と同様に ａ）受け枕梁アンカー部のコンクリートのひび割れおよび剥落，

ｂ）受け枕梁仕上げモルタルの剥離および剥落，ｃ）照明器具および照明器具取付

部化粧板の落下等が発生した。これらは被害としては軽微であるが，重大災害につ

ながる危険性があり落下防止対策を施す必要がある。 

② 表６に耐震補強を施した，千葉県の体育館の被害調査結果を示す。本地域は，震

度５強～５弱の地域であったが全く無被害であった。この結果はこの補強方法の有

効性を実証するものと考えられる。 

 

（２） 津波による被害状況 

宮城県・福島県・茨城県・千葉県における海岸部の荷捌場の屋根に使用されたＳ

ＣＳ版の内，津波被害の大きかった福島県相馬市の卸売市場では，津波による落下・

流出によりＳＣＳ版の破損が発生し，他のＲＣ造・Ｓ造建物と同様に大きな被害を

受けた。津波を版の横側から受ける形になったと想定される前述のＳＣＳ版につい

ては，被害が大きかったのに対し，同様に津波を受けているが，ＳＣＳ版の縦側か

ら受ける形になったと想定される宮城県女川町魚市場のＳＣＳ版については特に被

害が発生していなかった。しかし，隣接した長辺方向軸が 90 度をなしている建物

のＪＤＴ版については落下・流出している。したがって，津波によるプレキャスト

屋根版の流出は，版形状によるものでなく，津波の進行方向に対する版の向きが大

きく影響していると思われる。 
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受け梁 妻壁
吹付材
その他

照明器具 その他

1 魚市場 宮城県牡鹿郡女川町 震度６弱 - - - -
・津波を受けたが落下
　なし

1985年

2 Ｋ小学校 宮城県柴田郡大河原町 震度６弱
・ｱﾝｶｰ部ｺﾝｸﾘｰﾄの剥落
・仕上ﾓﾙﾀﾙの剥落

- - - - 1984年

3 Ｔ公園体育館 福島県白河市 震度５強
・枕梁ｺﾝｸﾘｰﾄの割れ
・ｱﾝｶｰ部ｺﾝｸﾘｰﾄの剥落
・仕上ﾓﾙﾀﾙの剥落

- - - - 1979年 ｷｰﾙ梁

4 Ｉ中学校 福島県石川郡石川町 震度５強
・ｱﾝｶｰ部ｺﾝｸﾘｰﾄの剥離
・仕上ﾓﾙﾀﾙの剥離

・躯体のひび割れ - - - 1976年

5 ポンプ場 福島県いわき市 震度６弱
・枕梁ｺﾝｸﾘｰﾄのひび割
れ

- - - - 1972年

6 卸売市場 福島県いわき市 震度６弱
・枕梁ｺﾝｸﾘｰﾄの割れ
・ｱﾝｶｰ部ｺﾝｸﾘｰﾄの剥落
・仕上ﾓﾙﾀﾙの剥落

・仕上ﾓﾙﾀﾙの剥離 - - - 1979年

7 魚市場 福島県いわき市 震度６弱 ・ｱﾝｶｰ部ｺﾝｸﾘｰﾄの剥離 - - - - 1975年

8
Ｈ公民館 福島県大沼郡

会津美里町
震度５弱 - - - - 被害なし 1982年

9 Ｈ地区公民館
福島県大沼郡
会津美里町

震度５弱 - - - - 被害なし 1983年

10 多目的研修集会施設 福島県田村郡小野町 震度６弱 - - - - 被害なし 1983年

11 体育センター 福島県いわき市 震度６弱 - - - - 被害なし 1985年

12 卸売市場 福島県相馬市 震度６弱 - - - - ・津波により落下・流出 1998年

13 魚市場 茨城県東茨城郡大洗町 震度５強 ・仕上ﾓﾙﾀﾙの剥離 - - - - 1969年

14 機械センター 茨城県古河市 震度５強
・ｱﾝｶｰ部ｺﾝｸﾘｰﾄの剥落
・仕上ﾓﾙﾀﾙの剥落

・躯体のひび割れ
・間詰めﾓﾙﾀﾙの落下

- -

・外壁穴あきＰＣ板の
　変形
・外壁取付金物の一部
　脱落

1969年

15 Ｓ公民館 茨城県古河市 震度５強 ・仕上ﾓﾙﾀﾙの剥離 - - - - 1970年

16 給食共同調理場 茨城県水戸市 震度６弱
・枕梁端部及び柱頭部の
　ひび割れ
・仕上ﾓﾙﾀﾙの剥離、剥落

- - - - 1972年
調査時には
補修済み

17 Ｙ中学校 茨城県結城市 震度５強
・ｱﾝｶｰ部ｺﾝｸﾘｰﾄの剥落
・仕上ﾓﾙﾀﾙの剥落

- - - - 1974年 ｷｰﾙ梁

18 Ｋ公民館 茨城県筑西市 震度６強 ・仕上ﾓﾙﾀﾙの剥離 ・仕上ﾓﾙﾀﾙの剥離 - - - 1976年
室内は天井
の為未確認

19 Ｓ小学校 茨城県筑西市 震度５強 - ・仕上ﾓﾙﾀﾙのひび割れ - - - 1979年

20 屋内プール 茨城県水戸市 震度６弱 ・枕梁端部のひび割れ ・仕上ﾓﾙﾀﾙの剥離 - - - 1982年
室内は天井
の為未確認

ＳＣＳ版　被害調査結果一覧表　　（東北地方太平洋沖地震）

被害状況

No. 施設名 所在地 建物の方向 震度 施工時期 備考

N

N

N

N

N

N

N

N

N

N

N

N

N

N

N

N

N

N

N

N

1
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表５　被害調査結果（東日本大震災）

                   



受け梁 妻壁
吹付材
その他

照明器具 その他

21 Ｎ小学校 茨城県古河市 震度５弱 - - - -
・校庭は液状化による
　被害有り

1982年
室内枕梁部
は天井の為

未確認

22 Ｃ小学校 茨城県古河市 震度５強 ・ｱﾝｶｰ部ｺﾝｸﾘｰﾄの剥離 - - - - 1985年

23 卸売市場 茨城県神栖市 震度５強 - - - - 被害なし 1988年

24 第二卸売市場 千葉県銚子市 震度５弱
・ｱﾝｶｰ部ｺﾝｸﾘｰﾄの
　剥離、剥落

- - - - 1974年

25 第三卸売市場(No.1) 千葉県銚子市 震度５弱
・ｱﾝｶｰ部ｺﾝｸﾘｰﾄの
　剥離、剥落

- - - - 1976年

26 三卸売市場(No.2) 千葉県銚子市 震度５弱
・ｱﾝｶｰ部ｺﾝｸﾘｰﾄの
　剥離、剥落

- - - - 1986年

27 Ｋ小学校 千葉県佐倉市 震度５強
・ｱﾝｶｰ部ｺﾝｸﾘｰﾄの
　剥離、剥落
・仕上ﾓﾙﾀﾙの剥離

- - - - 1980年

28 Ｋ小学校 千葉県佐倉市 震度５強

・枕梁端部ｺﾝｸﾘｰﾄの
　剥落
・ｱﾝｶｰ部ｺﾝｸﾘｰﾄの
　剥離、剥落
・仕上ﾓﾙﾀﾙの剥離

・仕上ﾓﾙﾀﾙの剥離 - - - 1975年

29 Ｎ小学校 千葉県佐倉市 震度５強 - ・仕上ﾓﾙﾀﾙの剥離 -
・照明器具及び照明器具
　取付部化粧版の落下

- 1977年

30 セミナーハウス 千葉県山武郡横芝光町 震度５弱 - - - - 被害なし 1979年

受け梁 妻壁
吹付材
その他

照明器具 その他

1 Ｏ小学校 千葉県山武郡横芝光町 震度５弱 - - - - 被害なし 1979年

2 体育館 千葉県香取郡多古町 震度５強 - - - - 被害なし 1979年

3 Ｆ学校 千葉県船橋市 震度５弱 - - - - 被害なし 1979年

4 Ｎ小学校 千葉県船橋市 震度５弱 - - - - 被害なし 1979年

5 Ｍ小学校 千葉県山武市 震度５弱 - - - - 被害なし 1983年

6 Ｏ小学校 千葉県山武市 震度５弱 - - - - 被害なし 1982年

7 Ｔ小学校 千葉県山武市 震度５弱 - - - - 被害なし 1982年

ＳＣＳ版（耐震補強後）　被害調査結果一覧表　　（東北地方太平洋沖地震）

ＳＣＳ版　被害調査結果一覧表　　（東北地方太平洋沖地震）

No. 施設名 所在地 建物の方向 震度

被害状況

施工時期 備考

No. 施設名 所在地 建物の方向 震度

被害状況

施工時期 備考

N

N

N

N

N

N

N

N

N

N

N

N

N

N

N

N

N

2
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表６　耐震補強された建物の被害調査結果（東日本大震災）

表５（続）　被害調査結果（東日本大震災）
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添付資料１ 接合部詳細 
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付図1　ボルトアンカー接合部詳細



添付資料１ 接合部詳細 
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付図2　パイプアンカー接合部詳細



添付資料２ 接合部（ボルト・パイプアンカー）の水平耐力試験結果 
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付図3　ボルトアンカー接合部の実験結果（開発当初実験）



添付資料２ 接合部（ボルト，パイプアンカー）の水平耐力実験結果 
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付図4　パイプアンカー接合部の実験結果（開発当初実験）



添付資料２ 接合部（ボルト，パイプアンカー）の水平耐力実験結果 
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付図5　ボルトアンカーとパイプアンカーの接合部試験体（再確認実験）



添付資料２ 接合部（ボルト，パイプアンカー）の水平耐力実験結果 
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付図6　接合部試験体の加力方法（再確認実験）



添付資料２ 接合部（ボルト，パイプアンカー）の水平耐力実験結果 

 

-54-

付図7　ボルトアンカー接合部の実験結果（再確認実験）



添付資料２ 接合部（ボルト，パイプアンカー）の水平耐力実験結果 
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付図8　パイプアンカー接合部の実験結果（再確認実験）



添付資料３ ＳＣＳ版と下部構造との接合方法について 
フドウ建研(株)昭和 52 年当時の「社内規定」 
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添付資料３ ＳＣＳ版と下部構造との接合方法について 
フドウ建研(株)昭和 52 年当時の「社内規定」 
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添付資料４  ＳＣＳ版を屋根に使用した既存建物の構造設計内容について 

 

A．新耐震基準施行以前 

  建物に関する構造計算は，構造設計事務所が担当し，ＳＣＳ版の設計をフドウ建研(株)

が担当した。 

  地震時におけるＳＣＳ版の平面剛性はないものとした。各柱が負担する地震時水平力

は，各柱が負担する屋根面の荷重に水平震度を乗じた値とした。 

  片持ち柱の水平震度は，0.2 あるいは設計者の判断で 0.3 が採用された。 

 

B．新耐震基準施行以後 

設計者の判断でルート②もしくはルート③で設計された。 

 

以上 
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現地調査シート① 
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添付資料５



現地調査シート② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボルトアンカー（Ｂ） パイプアンカー（Ｐ） 

溶接欠陥の有

無 

 

 

調査位置 

ＮＯ 

ボルト

径 

 

 

埋め

込み

深さ 

突出

長 

 

モルタル

充填度 

 上部 下部 

 

溶 接 の

ど厚 

 

 

備考 

１         

２         

３         

注釈  

 

 

Ｂ ： ボルトアンカー   Ｐ： パイプアンカー 

接合方式が二種類の場合、調査箇所は接合方式別に３箇所とする。一種類

の場合、合計３箇所とする。中央１箇所は反対側通りとする。 

屋根伏図 

軸組図 

-60-



   ＜ ＪＣＩ，‘07・8・１ シンポジウム（於；日大）資料 ＞   
            ―― 地盤との共振性 ―― 

                                   ０７・５ 鈴木

「参考」修復後の力学特性と耐震性：初期剛性の低下の影響 

 補修補強後の力学特性として注目すべき項目を要約すれば、①初期剛性（構造物の固有

周期に関係）、②最大耐力と変形能力（靭性）、③繰り返し耐力劣化性状、④等価粘性減衰

係数（ｈｅｑ）などであろう。これらの特性がオリジナルの諸特性に対しどのように変わっ

たのかが問題となるが、②と③は一般的には被災前の状態あるいはそれ以上にも修復され

るのに対し、①の“初期剛性”は、補修用樹脂等が微細ひび割れまで浸透しにくいこと等

のため、通常は剛性低下を起こす。 

 この初期剛性の低下は、一般的には“力学性状の劣化”と評価され易いが、動的状態、

特に地盤との共振性の観点からは、必ずしも危険側にはならない、ことを下図に示した。

 

 

 

 

                  

               共 振 域      

                

 

 

                  

 

 

 

         図―4.4.1.4 構造物の塑性化と危険性・安全性［１］ 

 このスペクトル図は構造体の塑性化によって伸びる固有周期とその危険性・安全性につ

いて示してあるが、“剛性低下”も同じ意味を持つ。構造物の振動周期をその地盤の卓越周

期に対し、Ａ，ＢおよびＣ域に分けると、危険性・安全性は次のようになろう。 

 Ａ域 ：壁等による剛性大、塑性化しにくく、固有周期の変化は小、一応安全 

 Ｂ域 ：塑性化（剛性低下）によって固有周期の伸びが大きく、“共振域”の方に移る 

ので、危険性が増す 

 Ｃ域 ：塑性化（剛性低下）によって入力減少域に移るので、構造体の劣化が進んでい

なければ、“安全化”となる 

 ④のｈｅｑは一般に減少するようであるが、それによって上図のスペクトル曲線は上昇す

るので、上記の判断にはこれを加味する必要があろう。 

今後の課題 ： 初期剛性の低下とこのｈｅｑの変化（低下）との関連性の究明 

引用文献［１］鈴木計夫；大地震時の構造物の崩壊防止をめざして；コンクリート技術の

要点 1999,2000 年版（資料編：新技術の要点）；日本コンクリート工学協会  

［担当 鈴木計夫］ 
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添付資料６



あとがき 

本研究会はシルバークール体育館の耐震補強について石本会員から兵庫県建築構造技術

研究会会員と意見交換したいとの申し出があったのが発端である。会員から本研究会への

参加者を募り活動を始めた。 

はじめの数回は シルバークール屋根の平面剛性についての意見交換，兵庫県南部地震に

おけるシルバークール体育館の被害に関して意見交換を行っていた。このような意見交換

を続けているうちに鈴木会員よりこの研究会で被害調査および補強法についてまとめ，全

国へ発信しようとの提案があり，目次を作っていただいた。 

この目次に沿って 坂田委員，土居会員が原案を精力的に作成し，研究会で意見交換を

重ねた。㈱建研からは地震被害調査，耐震補強などに関する資料の提供を受け充実した内

容となった。 

兵庫県住宅建築総合センター（理事長 依藤 庸正）からは兵庫県建築構造技術研究会

発足以来（2006～）研究会の活動に対してご理解をいただき支援を受けております。 

最後に出版（印刷）に際して㈱建研の全面的なご支援を受けました。資料の提供ならび

に出版に際し惜しみないご協力をいただいた㈱建研に心より御礼申し上げます。 

この資料がシルバークール屋根を用いた建築物の耐震補強に参考になれば幸いである。 

 

2012 年 1 月 記す 

兵庫県建築構造技術研究会 会長 

         三谷 勲 


